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１．2019年のHIC排気フィルタ損傷に係る対応をふまえた
不適合管理の運用見直し

■HIC排気フィルタ損傷の問題点の概要

２年前のHIC排気フィルタ交換の際、協力企業より排気フィルタの全数（25個）
が損傷している報告を受けていたが、排気フィルタの損傷情報は、担当Ｇの
一般職に留まり、GMや所内で共有されなかった。

また担当者は、作業員の被ばくや身体汚染等の異常が認められなかったこと
から不適合として扱う認識がなく、計画通り排気フィルタを新品に交換する
のみの対応となり、原因究明や改善措置が図られなかった。
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１．2019年のHIC排気フィルタ損傷に係る対応をふまえた
不適合管理の運用見直し

■現状の取り組み
2年前の損傷確認時（2019年7～10月）、コンディションレポート（CR）は運用開始
前後であり浸透していなかったが、現在、機能喪失前の異常（兆候段階の状況）など
不適合未満の事象を扱う仕組みが定着

CR起票されると、対応箇所ＧＭは情報を受領するとともに、社内会議体（廃炉安全・
品質室が主査）で第三者的視点も交え、不適合か否か、是正処置要否等が審議され、
不適合と判断されたものは不適合プロセスにて処理される

CR起票数は500件／四半期程度（不適合起票数の3～4倍程度）となっている

■今後の改善
今後、更なるCR起票（通常や想定と異なる状態）の推奨・徹底を促進し、 GMが能動的
にCR内容や進捗状況を確認するプロセスとすることで、より不具合事象の情報共有
が図られ、確実に原因究明、改善措置を実施していく
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２年前の状況 対策現在

異常情報の報告
(不適合・CR)

担当者

ＣＲ

異常状態
報告されず

CR運用開始前後
（浸透しておらず）

不適合起票
判断誤り

担当者

ＣＲ

異常情報の報告
(不適合・CR)

担当者

ＣＲ

CRによる
報告・是正
ﾌﾟﾛｾｽ運用中

CRによる
報告・是正
ﾌﾟﾛｾｽ強化
(改善に加え
通常や想定と
異なる状態も

報告)

✕ ✕ ✕
問題点① 問題点② 問題点③

特別管理職は
通常や想定と
異なる状態が
無かったか、
確認が不十分
だった

CR受領時に
加え定期的
確認により
異常状態の
把握を強化

報告プロセス見直しによる安全管理面の強化（不適合・CRの運用強化）

CR受領時
GMは異常
状態を把握

必要に応じ
不適合起票
を指導

現在
① 現在

③ 不適合の定義の
解釈を明確化

(運用の定着)
放射性物質の
閉じ込め機能
を有する設備
機器の損傷

↓

不適合を起票

所内会議体
不適合 or CR

を審議
(廃炉安全・品質室

が主査）

現在
②

所内会議体
不適合 or CR

を審議
(廃炉安全・品質室

が主査）

異常情報の報告
(不適合・CR)

不適合の定義の
解釈を明確化
放射性物質の
閉じ込め機能
を有する設備
機器の損傷

↓

不適合を起票

対策
①

対策
③

対策
②

必要に応じ
不適合起票
を指導

【参考】不適合管理の運用見直しの対策イメージ
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２．保守管理の見直し
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排気フィルタ損傷が確認された増設ALPSのSEDS（スラリー移送装置）の保全方式については、
ALPSの運転に影響する系統では無く、単一故障においても設備の運転に影響が無いとして、
保全方式は事後保全（BDM）を選択していた。

損傷のあった排気フィルタは、SEDSの付属機器であったため、一括でBDMとしていた。

【問題点】機器の一部に、劣化モードや機能が異なっているなど別の点検計画で管理すべき機器が
含まれていても、これらを分けて管理する明確なルールが無かった。

【対策】

① 以下の２項目をルール化する。

点検計画の作成にあたっては、一つの対象機器に、劣化モードやその機器に要求される
機能、および点検周期が異なる機器や部品が含まれる場合、一括りとせず、個々に分け
て点検計画を策定すること。

BDMを選択した場合、当該機器の故障が原子力安全に影響を与えるものでは無いこと。
ただし、TBMやCBMが困難でBDMと判断した場合は、故障の検知性や検知後の対応策を
事前に検討すること。

② 上記ルールを反映し、長期保守管理計画を順次見直していく。
⇒ ALPSの排気フィルタ損傷事象の水平展開で実施したフィルタ調査においてBDMである

ことが確認された2カ所についてはTBMに変更済み。



３．放射線防護関係資機材の予備品の確保
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モニタリング設備の予備品の確保状況は、以下のとおり。

敷地境界に設置しているモニタリングポストやダストモニタ機器本体については代替機を確保
している状況である。また、監視機器については多重化を図った上で予備品を確保しており、
通信部についても多重化を図っている。

構内監視用ダストモニタ機器本体については代替機を確保しており、監視機器については多重
化を図っている状況。また、通信部については、予備品の発注を実施し納品待ちの状態。

排水路放射線モニタ検出部を予備品として確保している状況。
現在、多重化工事を進めているところ。あわせて必要な予備品の確保をしていく。

海水放射線モニタ検出部や計測部を予備品として確保している状況。
現在、貝の付着等により本設ポンプが故障しており、予備の水中ポンプの運転により１日数時
間の放射能濃度の測定、監視を実施している状況。暫定措置として、２４時間連続測定、監視
ができるよう、陸上置きポンプの調達を進めているところ。
また、設備全体の取替設計をしており、多重化をした上で予備品の確保もしていく。

緊急時用の原子力防災資機材については、福島第一原子力発電所原子力事業者防災業務計画（以
下、「防災業務計画」）に基づき整備されている。

その中で放射線防護関係の資機材として、以下のようなものを整備している。
除染キット、ガンマ線測定器、中性子測定器、空間放射線積算線量計、汚染密度測定用サー
ベイメータ、ダストサンプラ、ヨウ素サンプラ、個人用線量計、モニタリングカー、等

上記資機材については、防災業務計画に定める以上の数量を確保している。（モニタリングカー
は、業務車＋測定機材で代用可としている）



４．協力企業と一体になった安全文化醸成活動
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福島第一では、安全文化意識を醸成するための取り組みを実施している。

原子力発電所特有のリスクとして、人身安全や作業安全だけではなく、「公衆・環境」
への影響も含めた放射線リスクがあることを、福島第一で働く全ての人に理解を促して
いる。

社員は、「安全文化に関する日々の振り返り」
を実施するとともに、そこで得た気付きを
持ち寄り、グループディスカッションを実施
し、安全文化に対する理解を深めている。

協力企業については、「入所時教育」及び
「作業班長教育」のカリキュラムに、安全文化
醸成を取り入れ、教育を行っている。
また、今年度からは、協力企業の所長、安全
担当クラスと当社で「安全文化意見交換会」
を行っている。これまでに主要企業10社と
意見交換を実施しており、安全文化に対する
認識の統一、浸透に継続して取り組んでいく。



秘目的外利用禁止 関係者限り 東京電力ホールディングス株式会社

原子力発電所特有のリスク（放射線リスクなど）を認識し、
安全文化を醸成するためには、安全はリスクを通して考え、
これを継続的にさげるために「ふるまい」を教育していく
ことが重要と考えている。

【参考】教育資料（一部抜粋）
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「ふるまい」のなかで特に重要な事項である「不確かで
あれば止まること」、「疑問に思ったことを問いかける
こと」や、その内容を速やかに「報告・連絡・相談する
こと」を、繰り返し教育していくことで、安全文化に対
する認識の統一、浸透が図られる。

協力企業の作業員の方々にも、このような認識を持って
頂くべく、日常業務の繋がりから災害事象等を例に、
「ふるまい」教育を実践している。

今後、放射線の閉じ込めなども事例として教育を進めていく。


